
平成２６年度　当初予算のポイント
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１．平成２６年度予算編成

～ 『市民が創り　市民が育む　交流躍動都市』を目指して ～

　  産業振興と雇用創出の実現（社会経済環境の変化による地域経済の衰退）

　  人口減少、少子高齢化への対策（児童数の減、高齢化による集落機能の低下）

　  安全・安心なまちづくり（消防・防災対策）

【政策重点項目】
　ア　次世代エネルギーの導入推進

　イ　ＮＰＯ等の活動支援体制の強化

  ウ　農林漁業の六次産業化の促進

　エ　成長戦略の展開による地域雇用の創出

　オ　次世代エネルギー関連産業の育成と立地促進

◎　本市を取り巻く社会情勢や厳しい財政状況の中で、将来都市像を見据えながら、

　市が抱えている様々な課題に適切に対応するため、向こう３カ年、特に、平成

　２６年度に政策、財政、市政改革の連動を図りながら、重点的に取り組むべき政

　策の基本的な展開方向を示すもの

平成２６年度の重点分野

① 地域力再生 ③ 交流活力創出（都市ブランド力向上）
② 都市力創出 ④ 市政改革

「薩摩川内市一体化躍動プラン」プロジェクト

平成２６年度政策展開に関する戦略方針

本市における課題

将来都市像

＝ ８つの基本施策の推進＝
 コミュニティ  教育文化  産業振興  市民参画

 保健福祉  生活環境  社会基盤  都市経営

将来都市像の実現と本市９地域の連携強化の
実現に向けた４つのプロジェクト
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　　（前年度比 ： ５．８％増）

● 特 徴

～ 地域成長戦略の展開 ～

○ 新産業創造事業補助等による起業、転業及び雇用創出に対する支援

○ 六次産業化支援補助の新設や人材育成のための事業実施

○ 観光誘客の促進及び観光産業による物産品の販路拡大の推進

～ 次世代エネルギー施策の推進 ～

○ スマートグリッドと連動した高齢者見守りサービス展開への実証実験

○ ＬＥＤ街路灯の開発を通じた企業育成や川内駅ゼロエミステーション化（低

 炭素化）による市民生活の安全、安心、快適性の確保

○ 川内駅ゼロエミステーション化（低炭素化）の実現とＥＶ(電気自動車)に対
 する環境整備

～ 経済対策事業の実施 ～

○ 企業撤退や規模縮小への対応策として雇用対策と就業機会の確保

○ 市内中小企業の活性化や安定化のための継続支援

○ 緊急雇用対策の継続と就農者への支援充実

～ 社会保障関係経費の確保 ～

○ 臨時福祉給付金、子育て世帯臨時特例給付金の給付

○ 国民健康保険事業及び介護保険事業に対する所要経費の措置

～ 投資的事業の重点化 ～

○ 水路整備事業(排水対策)、甑島待合所改修事業、小中一貫校整備事業の着手

○ 川内駅ゼロエミステーション化（低炭素化）、中郷五代線整備事業、消防庁
 舎等建設事業の継続実施

２．平成２６年度薩摩川内市の予算規模

       総額（(1)＋(2)）　８１９億５千２８４万円

～　財政運営プログラムに沿った予算編成　～

 合併後最大の予算額

 地域振興・経済活性化のための地域活性化基金（４０億円）創設

（１）一般会計当初予算額 ５３４億円
（前年度比：３８．１億円増、７．７％増)
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～ 社会基盤整備を推進する特別会計 ～

○　簡易水道事業・・・・・・前年比　１．３億円増　（＋　２４．１％）

○　温泉給湯事業・・・・・・前年比　２．７億円増　（＋５４２．２％）

○　入来温泉場地区土地区画整理事業

　　　　　　　　　　　・・・前年比　０．４億円減　（△　　８．５％）

～ 医療・保険・介護事業を展開する特別会計 ～

○　国民健康保険事業・・・・前年比　０．９億円増　（＋　０．８％）

　（保険給付費の増）

○　介護保険事業・・・・・・前年比　１．７億円増　（＋　１．６％）

　（居宅介護サービス給付費の増）

○　後期高齢者医療事業・・・前年比　０．６億円増　（＋　５．３％）

　（県後期高齢者医療広域連合納付金の増）

（入来温泉場地区土地区画整理事業における事業量の減による減）

（下甑地区、鹿島地区における簡易水道建設事業実施による増）

（入来地区温泉施設整備事業の進捗による増）

 １企業会計を廃止（２企業会計から１企業会計へ）
～ 工業用水道事業会計を廃止 ～

（２）特別会計 １４特別会計 ２８５億５千２８４万円
（前年度比：６．９億円増、 ２．５％増）

企業会計 １会計 ２５億２８２万円
（前年度比：２．３億円増、 ９．９％増）

 市債残高 合併後初の増加
～ 地域活性化基金積立金の財源として３８億円を借入 ～

 財政調整基金及び減債基金の残高 １１５億６千万円
（前年度比：１２．９億円増）

（３）市債残高（一般会計） ４８７億３千万円
（前年度比：１６.０億円増)

基金残高（一般会計） １７３億２千万円
（前年度比：５２.５億円増)
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３．歳入予算内訳（一般会計）

▼主な動き （単位：億円、％）

Ｈ２６ Ｈ２５ 増減額 （増減率）

111.8 108.1 3.7 (3.4)

10.0 8.0 2.0 (25.0)

73.5 68.6 4.9 (7.2)

34.7 37.1 △ 2.4 (△ 6.5)

26.3 29.3 △ 3.0 (△ 10.2)

75.1 45.0 30.1 (66.9)

▼自主財源と依存財源

Ｈ２６ Ｈ２５ 増減額 （増減率）

168.2 164.9 3.3 (2.0)

365.8 331.0 34.8 (10.5)

市 債
（地域活性化事業債の増、消防防災施設整備事業債等の減）

（ 項 目 ）

（市税及び雑入等の増）

( 項 目 )

市 税

地方消費税交付金

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

繰 入 金

自 主 財 源

依 存 財 源

（財政調整基金繰入、土地開発基金繰入等の減）

165.0 
33.3%

68.6 
13.8%

45.0 
9.1%

37.1 
7.5%

8.0  1.6% 7.3  
1.4%

108.1 21.8%

29.3 5.9%
8.0  1.6%
19.5  4.0%

164.9 
33.3%

地方交付税
166.0 
31.1%

国庫支出金
73.5 
13.8%

市債
75.1 
14.1%

県支出金

34.7 
6.5%

地方消費税交付金

10.0  1.9% 地方譲与税等 6.5     
1.1%  

市税 111.8  20.9%

繰入金 26.3  4.9%
繰越金 8.0  1.5%
その他 22.1  4.2%

自主財源
168.2 
31.5%

Ｈ２６

５３４億円

Ｈ２５
４９５．９

億円
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４．歳出予算の目的別内訳（一般会計）

▼ 主な動き （単位：億円、％）

Ｈ２６ Ｈ２５ 増減額（増減率）

106.2 64.0 42.2 (65.9)

132.6 128.4 4.2 (3.2)

15.3 22.8 △ 7.5 (△ 32.8)

28.4 33.5 △ 5.1 (△ 15.4)

68.4 65.3 3.1 (4.6)公 債 費

（地域活性化基金積立、川内駅ゼロエミステーション化実証事業等の増）

（臨時福祉給付金給付事業、子育て世帯臨時特例給付金給付事業等の増）

（消防庁舎等建設事業等の減）

商 工 費
（川内甑島航路開設事業等の減）

（長期債償還元金の増）

( 項 目 )

総 務 費

民 生 費

消 防 費

3.3  0.7%

64.0 
12.9%

128.4 
25.9%

65.5 
13.2%

1.3  0.2%

21.1 
4.2%

22.8 
4.6%

46.3 
9.3%

33.5 6.8%
37.5  7.6%

65.3 
13.2%

6.9  1.4%

議会費 3.2  0.6%

総務費
106.2 
19.9%

民生費
132.6 
24.8%

衛生費
64.9 
12.1%

労働費 0.8  0.1%

農林水産業費

22.4 
4.2%

商工費
15.3 
2.9%

土木費
48.5 
9.1%

消防費 28.4  5.3%

教育費 36.9  6.9%

公債費
68.4 
12.8%

その他 6.4  1.3%

Ｈ２６

５３４億円

Ｈ２５
４９５．９億円
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５．歳出予算の性質別内訳（一般会計）

 ▼主な動き （単位：億円、％）

Ｈ２６ Ｈ２５ 増減額 （増減率）

65.6 60.9 4.7 (7.7)

45.7 40.5 5.2 (13.0)

45.8 59.0 △ 13.2 (△ 22.3)

68.4 65.3 3.1 (4.6)

43.8 5.8 38.0 (655.7)そ の 他

（川内甑島航路開設事業、消防庁舎等建設事業の減）

（地域活性化基金積立金の増）

（臨時福祉給付金給付事業、子育て世帯臨時特例給付金給付事業等の増）

補 助 費 等

（ 項 目 ）

公 債 費

物 件 費
（高齢者見守りサービス実証事業、川内クリーンセンター運転管理業務委託の増）

普通建設事業費

（長期債償還元金の増）

人件費
98.5 
18.4%

公債費
68.4 
12.8%

扶助費
99.7 
18.7%

普通建設事業費

45.8 
8.6%

災害復旧事業費
5.7 
1.1%

物件費
65.6 
12.3%

繰出金
49.7 
9.3%

補助費等

45.7 
8.5%

維持補修費 11.1        
2.1%

その他
43.8  8.2%

100.1 
20.2%

65.3
13.2%

98.2 
19.8%

59.0
11.9%

6.1 
1.2%

60.9
12.3%

49.1 
9.9%

40.5 
8.2%

10.9  2.2% 5.8 1.1%

Ｈ２５
４９５．９億円

義
務

経費

投資

そ
の

他 的

経
費

Ｈ２６

５３４億円

的
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６．人件費、職員・嘱託員数の推移

▼これまでの推移

億円

人
90

95

100

105

110

115

120

Ｈ１７ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

110.1
106.4 104.6 105.1 103.5

100.1 98.5

人件費

1,784

1,619
1,597

1,568 1,547 1,539
1,490

1,000

1,150

1,300

1,450

1,600

1,750

1,900
職員数＋嘱託員数

※参 考

人件費の推移　（※一般会計当初予算額） （単位：億円）

区 分 Ｈ１７ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

人 件 費 110.1 106.4 104.6 105.1 103.5 100.1 98.5

職員数、嘱託員数の推移　（※職員数は全会計、嘱託員数は月額報酬嘱託員） （単位：人）

区 分 Ｈ１７ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

職員数＋嘱託員数 1,784 1,619 1,597 1,568 1,547 1,539 1,490
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７．普通建設事業費、維持補修費の推移

▼これまでの推移（一般会計当初予算）

億円

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

H17 H21 H22 H23 H24 H25 H26

57.1 55.2
73.1 66.6 63.5 59.0

45.8

7.3 9.0

10.9
10.7 10.9

10.9

11.1

普通建設事業費 維持補修費

※参 考

年度別：普通建設事業費、維持補修費 （単位：億円、％）

区 分 H17 H21 H22 H23 H24 H25 H26

57.1 55.2 73.1 66.6 63.5 59.0 45.8

(88.7) (86.0) (87.0) (86.2) (85.3) (84.4) (80.5)

7.3 9.0 10.9 10.7 10.9 10.9 11.1

(11.3) (14.0) (13.0) (13.8) (14.7) (15.6) (19.5)

合 計 64.4 64.2 84.0 77.3 74.4 69.9 56.9

※表の下段括弧内は、経費の割合である。

普通建設事業費

維 持 補 修 費
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８．市債・基金残高の推移

▼これまでの推移と市民一人あたりの額

▽一般会計市債残高

億円

円0

100

200

300

400

500

600

700

H17 H21 H22 H23 H24 H25 H26

529.4

374.9 344.5 326.2 300.5 278.2 283.7

87.7

132.4 155.7 169.5 182.9 196.6 203.6

臨時財政対策債 建設事業債等

587,395

497,187 492,818 491,249
481,197 475,559

491,888

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

１人あたり

※参考

年度末市債残高の推移 （単位：億円）

区 分 H17 H21 H22 H23 H24 H25 H26

一 般 会 計 617.1 507.3 500.2 495.7 483.5 474.8 487.3

普 通 会 計 647.4 558.0 551.4 544.4 528.8 515.0 521.8

全 会 計 845.4 734.2 713.0 700.0 678.5 657.2 657.0

（単位：円）

区 分 H17 H21 H22 H23 H24 H25 H26

一 般 会 計 587,395 497,187 492,818 491,249 481,197 475,559 491,888

普 通 会 計 628,452 554,264 549,871 546,241 530,590 515,798 526,698

全 会 計 804,706 719,564 702,477 693,715 675,327 658,234 663,164

市民一人あたりでは？
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▽一般会計基金残高

億円

円

0

40

80

120

160

200

H17 H21 H22 H23 H24 H25 H26

55.4 73.6 91.2 100.3 106.5 114.5 101.8
23.6

24.2
24.2

29.6 24.3 21.1
13.8

36.6
26.1

24.9
21.7 19.8 20.2 57.6

その他基金 減債基金 財政調整基金

110,036

121,430
138,229

150,239 149,939 155,979
174,845

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

１人あたり

※参考

年度末基金残高の推移 （単位：億円）

区 分 H17 H21 H22 H23 H24 H25 H26

財政調整基金 55.4 73.6 91.2 100.3 106.5 114.5 101.8

減 債 基 金 23.6 24.2 24.2 29.6 24.3 21.1 13.8

そ の 他 基 金 36.6 26.1 24.9 21.7 19.8 20.2 57.6

基 金 合 計 115.6 123.9 140.3 151.6 150.7 155.7 173.2

（単位：円）

区 分 H17 H21 H22 H23 H24 H25 H26

基 金 合 計 110,036 121,430 138,229 150,239 149,939 155,979 174,845

市民一人あたりでは？

一般会計当初予算額と住民基本台帳人口の推移 （単位：億円、人）

区 分 H17 H21 H22 H23 H24 H25 H26

当 初 予 算 額 461.8 460.2 498.8 514.2 502.9 495.9 534.0

住民基本台帳人口 105,057 102,034 101,498 100,906 100,475 99,836 99,064

※住民基本台帳人口は２月１日現在
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９．一体化躍動プラン予算措置状況 ( 251
うち新規事業 ( 30

■は新規、○は継続

※掲載事業は、それぞれの一体化躍動プランプロジェクト推進事業のうち主なもの

※【　】は総合計画における重点的取組項目

（１）　地域力再生プロジェクト １２２ 事業 千円
①　個性と魅力ある地区コミュニティ主体の地域づくり【協働・参画】
②　地域資源を大切にし、ふるさとに誇りを持てるまちづくり【協働・参画】
③　”活力と豊かさを感じるゴールド集落”の創出【協働・参画】
④　高齢者や障害者（児）等を支える福祉のまちづくり【安心・快適】
⑤　子育て支援体制の充実による子育てしやすいまちづくり【安心・快適】
⑥　地域医療体制の構築による安心のまちづくり【安心・快適】
⑦　防災・生活安全対策及び環境対策の充実による安全なまちづくり【安心・快適】

 ⑧　豊かな人間性と郷土愛を育む教育の推進【人材・組織育成】
⑨　地域づくりを担う人材と組織の育成及びまちづくりへの積極的な活用【人材・組織育成】

（単位：千円） 予算概要頁

1 ■ 公用車ＥＶ（電気自動車）導入事業 １０，０００ Ｐ 24

～電気自動車の普及及び「エネルギーのまち」を積極的にＰＲするため、

              　　　    電気自動車を公用車としてリース方式により導入するもの～

2 ○ 次世代エネルギー普及啓発事業 ７，９５２ Ｐ 31

～次世代エネルギービジョンや行動計画に掲げる

　　　　　　　　　　　　　「行政と市民のパートナーシップの構築」を推進するもの～

3 ○ 地球にやさしい環境整備事業 ５９，８００ Ｐ 31

～住宅用太陽光発電設備等の導入経費の一部を補助、創エネ・蓄エネ・省エネの促進～

4 ○ 川内駅ゼロエミステーション化（低炭素化）実証事業２１５，０００ Ｐ 32

～川内駅を平時は次世代エネルギー情報発信拠点、

　　　　　　　　　　　　　非常時は次世代エネルギーを活用した防災拠点として整備～

5 ○ 再生可能エネルギーによる地域防災機能強化に
                                関する共同研究事業 ３，０００ Ｐ 32

～災害時における重要施設へ電源を供給するための具体的展開モデルの構築～

6 ■ 小鷹小水力発電設備見学施設整備事業 ２０，０００ Ｐ 33

～見学施設を整備し、観光や教育の場として活用を図るもの～

薩摩川内市総合運動公園太陽光発電所      

事業 483.7億円)
事業 9.4億円)

３８，９１８，７５６

☆ 政策重点項目 ～ 次世代エネルギーの導入推進 ～
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7 ○ 市民活動支援補助金事業 １２，４３２ Ｐ 34

～自ら企画して公益的活動を行う市民活動団体等の実施する事業に対する補助金～

8 ○ 楽らく元気づくり支援事業 ７，２２３ Ｐ 49

【介護保険事業特別会計】
～高齢者の仲間づくりができる教室の開催を、高齢者クラブ連合やＮＰＯ法人等に委託して実施～

☆重点項目以外のプロジェクト推進事業

9 ○ 青色灯自主防犯活動事業補助事業 １，００８ Ｐ 25

10 ○ 原子力防災等訪問事業 ４，３１０ Ｐ 26

11 ○ 甑島国定公園化推進事業 ２４，０００ Ｐ 28

12 ○ ゴールド集落定住住宅取得等補助金交付事業 ２３，７２０ Ｐ 30

13 ■ 空き家改修支援事業 １２，０００ Ｐ 30

～空き家の利活用を促すため、空き家を改修する者に対して、その経費の一部を補助するもの～

14 ○ 地区コミュニティ活性化事業 １３，２００ Ｐ 34

15 ○ ゴールド集落活性化事業補助金 ２４，５００ Ｐ 35

16 ○ 自治会活動支援事業 １０３，９５０ Ｐ 36

17 ○ 地区コミュニティ支援事業 ９８，６８５ Ｐ 36

18 ○ ボランティアセンター事業運営補助金 ２，０００ Ｐ 36

19 ○ 男女共同参画推進事業 ３，０２０ Ｐ 37

20 ○ 薩摩川内市環境基本計画策定事業 ４，５００ Ｐ 40

21 ○ 藺牟田池環境保全対策事業 ６，１７４ Ｐ 41

22 ○ 一次救急医療体制支援事業 １４，５１８ Ｐ 43

23 ○ 二次救急医療体制支援事業 ３０，６１４ Ｐ 43

24 ○ 周産期医療等運営事業 １０，０００ Ｐ 44

25 ○ 甑島地域医療従事者等奨学資金貸与事業 ４，３００ Ｐ 44

26 ○ 健康増進事業 １３，１００ Ｐ 46

27 ○ がん検診事業 １２４，３２５ Ｐ 46

28 ○ 子育て支援強化事業 ７，０６１ Ｐ 47

29 ○ 子育て医療等助成事業 ２９，２８６ Ｐ 47

30 ○ 母と子の健康診査事業 １０７，２９９ Ｐ 47

31 ○ フッ化物応用普及啓発事業 ５，６９４ Ｐ 48

32 ○ 風しん予防接種等助成事業 １，８００ Ｐ 48

33 ○ 一次・二次総合通所型介護予防事業 ４０，２３５ Ｐ 48

【介護保険事業特別会計】
34 ○ 介護予防ボランティア事業 ６，８９８ Ｐ 49

【介護保険事業特別会計】
35 ○ 介護予防事業リーダー事業 ５，１３６ Ｐ 49

【介護保険事業特別会計】
36 ○ ふれあいいきいきサロン事業 ９，２９４ Ｐ 50

【介護保険事業特別会計】
37 ○ 国民健康保険対策事業 １，００７，８８９ Ｐ 50

38 ○ 後期高齢者医療対策事業 １，７２４，１３４ Ｐ 51

39 ○ 後期高齢者医療保健事業 ３５，９３６ Ｐ 51

40 ○ 国民健康保険事業（給付事業） １２，２１３，８３９ Ｐ 51

【国民健康保険事業特別会計】
41 ○ 国民健康保険事業（保健事業） １７４，２９５ Ｐ 52

【国民健康保険事業特別会計】
42 ○ 国民健康保険事業（資格運営事業） １７，３６６ Ｐ 52

【国民健康保険事業特別会計】

☆ 政策重点項目 ～ ＮＰＯ等の活動支援制度の強化 ～
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43 ○ 後期高齢者医療事業 １，１６２，５１０ Ｐ 52

【後期高齢者医療事業特別会計】
44 ○ 地域生活支援事業 ７４，２７０ Ｐ 55

45 ○ 障害者相談支援事業 ２５，８１１ Ｐ 55

46 ○ つくし園利用者負担金等助成事業 ３，２００ Ｐ 56

47 ○ 放課後等デイサービス事業 ４０，０００ Ｐ 56

48 ○ 災害時要援護者避難支援事業 ３，２４７ Ｐ 57

49 ■ 臨時福祉給付金支給事業 ３８１，２５２ Ｐ 58

～消費税率の引上げに際し、低所得者に対する適切な配慮を行うための暫定的・臨時的な給付措置～

50 ○ 敬老金支給事業 １０，０００ Ｐ 58

51 ○ 高齢者おでかけ支援事業 ４３，７００ Ｐ 58

52 ■ 老人福祉計画・介護保険事業計画策定事業 １，９１９ Ｐ 59

～平成２７年度からの３年間を計画期間とする、老人福祉計画・第６期介護保険事業計画を策定するもの～

53 ○ はり、きゅう、マッサージ等施術料助成事業 １２，９０７ Ｐ 59

54 ○ 生活支援ハウス運営事業 ２７，３５８ Ｐ 59

55 ○ 緊急通報体制等整備事業 ５，９８９ Ｐ 60

56 ○ 健やか支援アドバイザー事業 ７，５０９ Ｐ 60

57 ○ 高齢者訪問給食サービス事業 ８１，７１４ Ｐ 60

58 ○ 地域介護・福祉空間整備等事業 ２０，０００ Ｐ 63

59 ○ 介護保険給付費等事業 １０，３１９，２２１ Ｐ 64

【介護保険事業特別会計】
60 ○ 介護予防ケアマネジメント事業 ３０，４６９ Ｐ 64

【介護保険事業特別会計】
61 ○ 総合相談事業 ４６，４９３ Ｐ 64

【介護保険事業特別会計】
62 ■ 権利擁護事業 ７，７２１ Ｐ 65

【介護保険事業特別会計】
～成年後見支援センターを設置し、成年後見業務に従事できるよう支援・監督する組織体制を構築するもの～

63 ○ 任意事業 ３０，７９３ Ｐ 65

【介護保険事業特別会計】
64 ■ 在宅医療支援センター事業 ９，７４８ Ｐ 65

【介護保険事業特別会計】
～医師や医療機関、介護事業所等が情報を共有しながら連携を図るための体制づくりを行うもの～

65 ○ 生活保護事業 １，６３５，５８７ Ｐ 66

66 ○ ファミリー・サポート・センター事業 ４，１３７ Ｐ 67

67 ○ 保育対策等促進事業 １８７，３８８ Ｐ 67

68 ○ 育児リフレッシュ事業 ３，７００ Ｐ 68

69 ○ 認可外保育施設すこやか健診事業 ８９６ Ｐ 68

70 ○ 保育対策等促進事業(保育緊急確保事業) ６２，２３０ Ｐ 69

71 ○ 女性・家庭児童相談事業 ８，４１４ Ｐ 69

72 ■ 子育て世帯臨時特例給付金給付事業 １２４，９２５ Ｐ 70

～消費税率の引上げに際し、子育て世帯への影響の緩和と消費の下支えを図るための臨時的な給付措置～

73 ○ 児童手当支給事業 １，７４５，１８５ Ｐ 70

74 ○ 放課後児童健全育成事業 ７５，１０５ Ｐ 70

75 ○ 放課後児童クラブ運営補助事業 ８，２００ Ｐ 71

76 ○ 放課後児童クラブ設立・活動支援事業補助 ９２０ Ｐ 71

77 ○ 保育所運営費 ２，３６０，７４９ Ｐ 71

78 ○ へき地保育所運営事業（保育緊急確保事業） １７，６１４ Ｐ 72

79 ○ 保育士等処遇改善臨時特例事業（保育緊急確保事業） ５３，７８２ Ｐ 72

80 ○ 母子家庭自立支援給付事業 １７，４３８ Ｐ 72

81 ○ ひとり親家庭等医療費助成事業 ６２，０５９ Ｐ 73

82 ○ 児童扶養手当給付事業 ５１６，０００ Ｐ 73

83 ○ 子ども医療費助成事業 ３６８，９９８ Ｐ 74
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84 ○ ゴールド集落鳥獣被害防止施設設置事業 ４，８００ Ｐ 76

85 ○ 道路維持補修事業 ５１７，５６４ Ｐ 106

86 ○ 橋梁維持補修事業 ２０，０００ Ｐ 106

87 ○ 水路整備事業（排水対策） １１０，０００ Ｐ 107

88 ■ 建築物耐震改修促進計画策定事業 ５，１００ Ｐ 110

～耐震改修促進法の改正に伴い、平成１９年度に策定した建築物耐震改修促進計画の見直しを行うもの～

89 ○ 既存住宅改修環境整備事業 ５０，０００ Ｐ 111

90 ■ 危険廃屋等解体撤去促進事業 ９，１７３ Ｐ 112

～適正な管理が行われていない危険廃屋等を市内の施工業者を利用し

　　　　　　　　　　　　　解体撤去する者に対して、その経費の一部を補助するもの～

91 ○ 消防庁舎等建設事業 ３３６，５７６ Ｐ 114

92 ○ 消防通信指令センター総合整備事業 ６８２，０４４ Ｐ 115

93 ○ 消防資機材整備事業 ５１，５５８ Ｐ 115

94 ○ 消防団施設整備事業 ４１，７４８ Ｐ 115

95 ○ 防火水槽整備事業 ８，０００ Ｐ 116

96 ○ 消防団資機材整備事業 ３３，８７３ Ｐ 116

97 ○ 閉校跡地等移行管理事業 ２，８１３ Ｐ 116

98 ○ 東郷地域小中一貫校整備事業 ２２２，７００ Ｐ 117

99 ○ 教育用パソコン整備事業 ５３，３４０ Ｐ 117

100 ○ 育英小学校屋内運動場新増改築事業 ２２，０００ Ｐ 117

101 ○ 大馬越小学校西校舎解体及び改修事業 １，４００ Ｐ 118

102 ○ 可愛小学校南中校舎棟耐震改修事業 １，９９１ Ｐ 118

103 ○ 副田小学校外１校屋内運動場耐震改修事業 ５，２００ Ｐ 118

104 ○ 樋脇中学校外１校武道場天井落下対策事業 １，６６０ Ｐ 119

105 ○ 離島高校生修学支援 ２２，５６０ Ｐ 120

106 ○ 特別支援教育支援員配置事業 ２７，４８３ Ｐ 120

107 ○ 英語力向上プラン事業 ６，３７９ Ｐ 121

108 ○ 漁村留学制度事業 ６，６７８ Ｐ 121

109 ○ 薩摩川内元気塾事業 ４，８４５ Ｐ 121

110 ○ 小中一貫教育推進事業 １２，３９３ Ｐ 122

111 ○ 幼稚園就園奨励事業 １００，４７７ Ｐ 122

112 ○ 「親の育ちが子の育ち」推進事業 ２，１４６ Ｐ 123

薩摩川内元気塾事業
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113 ○ 中央公民館・中央図書館改修事業 １３，２３９ Ｐ 124

114 ■ 東郷公民館改修工事事業 １５，９８６ Ｐ 124

～東郷公民館ホール音響設備の改修～

115 ○ 図書館運営・資料整備事業 １１，８４４ Ｐ 130

116 ○ 遠方監視施設整備事業 ４９，５００ Ｐ 132

【簡易水道事業特別会計】
117 ○ 老朽管更新事業 ３１，６５０ Ｐ 132

【簡易水道事業特別会計】
118 ■ 瀬々野浦地区簡易水道整備事業 ６２，９５０ Ｐ 133

【簡易水道事業特別会計】
119 ■ 鹿島地区簡易水道整備事業 ６４，１００ Ｐ 133

【簡易水道事業特別会計】
120 ○ 入来地区温泉施設整備事業 ２８２，５３３ Ｐ 134

【温泉給湯事業特別会計】
121 ○ 小型合併処理浄化槽整備補助事業 １７５，６０２ Ｐ 134

122 ■ 農業集落排水施設機能強化事業 ８，２００ Ｐ 135

【農業集落排水事業特別会計】
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（２）　都市力創出プロジェクト ３７ 事業 千円
①　社会基盤の整備による利便性の高い都市づくり【安心・快適】
②　拠点的機能を活かしたまちづくり【安心・快適】
③　定住自立圏の形成による均衡のとれたまちづくり【安心・快適】
④　情報通信技術（ＩＣＴ）の利活用による地域課題の解決【活力・交流】

☆プロジェクト推進事業

1 ○ 定住支援センター事業 ４，６２０ Ｐ 29

2 ○ 定住促進補助金交付事業 ６２，２４８ Ｐ 29

3 ■ 借上型移住体験住宅管理運営事業 １，０００ Ｐ 30

～移住希望者の体験住宅として、一定期間貸し付け移定住の促進を図るもの～

4 ○ 甑島地域ライブカメラ整備事業 １１，００９ Ｐ 37

5 ○ 汚泥再生処理センター施設整備事業 １５，０００ Ｐ 41

6 ○ 川内クリーンセンター維持補修事業 １５３，２４０ Ｐ 42

7 ■ 川内クリーンセンター基幹的設備改良事業 ７，６２０ Ｐ 42

～長期稼動により老朽化している施設の延命化を計画的に進めるもの～

8 ○ 最終処分場延命化事業　 ８３，８８９ Ｐ 42

9 ○ 一般廃棄物収集運搬事業 ３３８，８３１ Ｐ 43

川内クリーンセンター（平成７年１月稼動）

10 ○ コミュニティバス運行事業 ２０８，０７４ Ｐ 96

11 ■ 甑島地域コミバス(下甑)小型車両購入事業 ８，１５５ Ｐ 97

～安全運行を図るとともにデマンド交通及び観光用貸切車両として活用するもの～

12 ○ 甑島航路事業 ７７，３１５ Ｐ 99

13 ○ 藺牟田瀬戸架橋建設促進事業 ６９ Ｐ 101

14 ○ 南九州西回り自動車道建設促進事業 ２，８６０ Ｐ 102

15 ○ 一般道路整備事業 ２８６，６３０ Ｐ 102

16 ○ 網津踏切整備事業 ５１，５１０ Ｐ 102

17 ○ 中甑江石線整備事業 ３０，９６８ Ｐ 103

18 ○ 手打４号線整備事業 １７，５８８ Ｐ 103

19 ○ 鳥ノ巣線整備事業 ２２，６８８ Ｐ 103

20 ○ 港湾県営事業負担金 ８０，０００ Ｐ 104

21 ○ 駅前白和線整備事業 １２２，４００ Ｐ 104

22 ○ 向田地区かわまちづくり事業 ４６，０００ Ｐ 104

23 ○ 公園施設長寿命化事業 ３１，０００ Ｐ 105

３，３６６，９６８
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24 ○ 三堂公園整備事業 ９８，７３５ Ｐ 105

25 ○ 久見崎公園整備事業 ３５，０００ Ｐ 105

26 ○ 公共サイン整備事業 ２０，０００ Ｐ 107

27 ○ 一般国道３号御陵下地区景観整備事業 ４９，９６５ Ｐ 108

28 ○ 都市計画推進事業 １０，１９０ Ｐ 108

29 ○ 中郷五代線整備事業 ４１７，０００ Ｐ 109

30 ○ 天辰第二地区土地区画整理（調査）事業 ２０，０００ Ｐ 109

31 ○ 天辰第一地区土地区画整理事業 ４９７，０４６ Ｐ 109

【天辰第一地区土地区画整理事業特別会計】
32 ○ 入来温泉場地区土地区画整理事業 ３４７，９１１ Ｐ 110

【入来温泉場地区土地区画整理事業特別会計】
33 ○ 雇用促進住宅購入整備事業 ４１，３９６ Ｐ 112

34 ○ 借上型地域振興住宅事業 １６，５８２ Ｐ 112

35 ○ 中心市街地借上型市営住宅整備事業 ２８，９２０ Ｐ 113

36 ○ 公営住宅ストック総合改善事業 ９９，５０９ Ｐ 113

37 ○ 川内地区公共下水道整備事業 ２２，０００ Ｐ 134

【公共下水道事業特別会計】
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（３）　交流活力創出プロジェクト ８４ 事業 千円
①　都市ブランドの構築による地域連携型観光圏の創出【活力・交流】
②　シティセールスの推進による総合的な情報発信【活力・交流】

 ③　農林畜産業及び水産業の振興と地産地消による農山漁村の活性化【活力・交流】
④　地域の特性を活かした交流躍動のまちづくり【活力・交流】

雇用の確保【活力・交流】
 ⑥　市街地の活性化によるにぎわいのあるまちづくり【活力・交流】

⑦　地域への愛着と誇りを持てる景観形成によるまちづくり【活力・交流】
⑧　地域の歴史・伝統文化の保存・継承と新たな文化を創出・育成するまちづくり

【人材・組織育成】
⑨　情報発信力を有する多様な人材・組織の育成【人材・組織育成】

1 ■ 六次産業化支援事業補助金 ５３，０００ Ｐ 74

～農林漁業者自らが取り組む六次産業化を支援するための補助を行うもの～

2 ■ 六次産業化推進事業 １０，０００ Ｐ 74

～意識啓発及び人材育成のためのシンポジウム、研修会、勉強会等を実施するもの～

3 ■ スマートグリッド実証試験：見守りサービス実証事業 ３０，０００ Ｐ 31

～実証試験で構築されたネットワークを利用し、付加価値サービスとして

　　　　　　　　　　　　　　　見える化端末等を使った実証試験を行うもの～

4 ○ 地域資源利活用事業 ２，７４０ Ｐ 34

5 ○ 地域成長戦略対策利子補助金 ２，０００ Ｐ 93

6 ○ 新産業創造事業補助金 １０，０００ Ｐ 95

7 ○ 川内港利活用推進事業 ６４，２０１ Ｐ 98

8 ○ 企業誘致事業 １５，３３６ Ｐ 98

9 ○ 企業立地促進事業 １１，１７５ Ｐ 99

10 ○ シティセールスマネジメント事業 ８０，２８３ Ｐ 99

11 ○ シティセールスプロモーション事業 ７１，０４６ Ｐ 100

12 ○ 観光誘客事業 １２８，０８０ Ｐ 100

13 ○ 物産販売事業 ５，８８４ Ｐ 100

14 ■ ＬＥＤ街路灯導入事業 ３０，０００ Ｐ 32

～新規のＬＥＤ街路灯を設置するとともに、市内企業との連携により地元企業育成を図るもの～

15 ■ 次世代エネルギー事業推進補助事業 １０，０００ Ｐ 33

～次世代エネルギー発電事業を主たる業務として行う事業者の初期投資を軽減し、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発電施設の導入促進を図るもの～　　　　

２，０１７，９８１

⑤　企業誘致の促進、工業団地の整備及び付加価値の高い地場産業振興による

☆ 政策重点項目 ～ 成長戦略の展開による地域雇用の創出 ～

☆ 政策重点項目 ～ 次世代エネルギー関連産業の育成と立地促進 ～

☆ 政策重点項目 ～ 農林漁業の六次産業化の促進 ～
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☆重点項目以外のプロジェクト推進事業

16 ○ 樋脇高校跡地利活用（整備）事業 １１，４３２ Ｐ 27

17 ○ 甑島輸送支援事業 ２６，９７７ Ｐ 29

18 ○ 花いっぱいまちづくり推進事業 １３，１９２ Ｐ 40

19 ○ 中山間地域等直接支払交付金事業 ８４，４９０ Ｐ 75

20 ○ 新たな地域担い手育成事業 ３，８６４ Ｐ 75

21 ○ 鳥獣被害対策実践事業 ３３，４６３ Ｐ 76

22 ○ 農業・農村活性化推進施設等整備事業(産地づくり対策) １，８５５ Ｐ 76

23 ○ 活動火山周辺地域防災営農対策事業 ３３，３６２ Ｐ 78

24 ○ 農業・農村活性化推進施設等整備事業 ３０，７０１ Ｐ 78

25 ○ 産地農業後継者支援事業（農業） ３９，０００ Ｐ 79

26 ○ 産地農業活性化支援事業（農業） ６，０００ Ｐ 79

27 ○ 農産物流通・販売支援事業 ２，８００ Ｐ 79

28 ○ 新規就農支援金補助事業 ５，１２５ Ｐ 80

29 ○ 青年就農給付金事業 １７，２５０ Ｐ 80

30 ○ 就業（第１次産業）定着支援事業（農業） ２，０００ Ｐ 80

31 ○ 就業（第１次産業）定着支援事業（畜産） ２，０００ Ｐ 81

32 ○ 青年就農給付金事業（畜産） １２，０００ Ｐ 81

33 ○ 畜産施設整備事業 ５，１９６ Ｐ 82

34 ○ 活動火山周辺地域防災営農対策事業（畜産） ５０，１７２ Ｐ 83

35 ○ 産地農業後継者支援事業（畜産） １９，２５０ Ｐ 83

36 ○ 産地農業活性化支援事業（畜産） ３，２５０ Ｐ 84

37 ○ 肥育素牛導入支援事業 ７，８００ Ｐ 84

38 ○ 乳用雌牛保留導入支援事業 ６００ Ｐ 84

39 ■ 飼料専用イネ実証展示圃場設置事業 １，２００ Ｐ 85

～飼料専用イネの特性を実証することで、飼料専用イネ作付の普及定着を図るもの～

40 ○ こしき地域生産農家支援事業 １，５７３ Ｐ 85

41 ○ 畜産基盤再編総合整備事業（第３川薩地区） ２０，１６４ Ｐ 85

42 ○ 畜産基盤再編総合整備事業（北薩地区） ２５，６５５ Ｐ 86

43 ○ 草地林地一体的利用総合整備事業 ２６，４５９ Ｐ 86

44 ○ 森のめぐみの産地づくり事業 ３，０００ Ｐ 86

45 ○ 有害鳥獣駆除対策事業 ３２，９３２ Ｐ 87

46 ○ 離島漁業再生支援交付金事業 ２８，７６２ Ｐ 87

47 ○ 薩摩川内市水産物消費拡大事業 ３，５００ Ｐ 88

48 ■ 離島流通効率化事業(甑島漁協加工施設整備) ４６，７５０ Ｐ 88

～甑島近海で水揚げされるキビナゴやバショウカジキのブランド化を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　図るため整備する加工施設に補助するもの～

49 ○ 就業（第１次産業）定着支援事業（水産） ２，０００ Ｐ 89

50 ○ 市単土地改良事業 １２７，２９３ Ｐ 89

51 ○ 農業施設負担金補助金 ３９，８０１ Ｐ 89

52 ○ 農業施設県営事業負担金 ２０，０６０ Ｐ 90

53 ○ 緊急雇用対策事業＜緊急経済対策＞ １１，７１４ Ｐ 91

54 ■ 合同就職面談会＜緊急経済対策＞ ３，０００ Ｐ 91

～合同就職面談会を実施し、求職者への就業機会の拡大を図るもの～

55 ○ 商工会議所等指導事業補助金 ２２，０００ Ｐ 91

56 ○ 中小企業対策利子補助金 ８８，０００ Ｐ 92

57 ○ 緊急保証制度保証料補助金 ２，０００ Ｐ 92

58 ○ 中小企業元気づくり補助金 ２，０００ Ｐ 92

59 ○ 提案公募型プレミアム事業補助金＜緊急経済対策＞ １５，０００ Ｐ 93

60 ○ 商工業者店舗改装費補助金 ４，０００ Ｐ 93

61 ■ おもてなし事業補助金＜緊急経済対策＞ ３００ Ｐ 94

～ 薩摩川内市商工会女性部が取り組むおもてなし事業費の一部を補助するもの～
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62 ○ 創業・チャレンジ支援補助金 ２，４００ Ｐ 94

63 ○ 商業者支援事業補助金 ２，５００ Ｐ 94

64 ○ まちなかにぎわい支援事業＜緊急経済対策＞ ７，０００ Ｐ 95

65 ○ 中心市街地テナントミックス支援事業補助金 １６，１５１ Ｐ 95

66 ■ 川内駅開業１００周年記念事業補助金 １，７００ Ｐ 96

～川内駅を中心としたエリアで記念式典・出発式、記念イベント等を開催するもの～

67 ○ ボンネットバスを活用した定期観光バス運行事業 ５，８４７ Ｐ 96

68 ○ 国際交流事業 ２３，３８０ Ｐ 97

69 ○ 川内港待合所管理事業 １４，９０３ Ｐ 98

70 ○ 観光施設事業 ３５２，６５５ Ｐ 101

71 ○ 景観推進事業 １，５３５ Ｐ 108

72 ○ 青少年フレッシュ体験事業 ３，２６６ Ｐ 123

73 ■ 文化財保護事業費 １，８９７ Ｐ 125

～指定文化財等の整備を図るもの～

74 ○ 入来麓伝統的建造物群保存地区整備事業 １１，４２４ Ｐ 125

75 ○ 入来麓街なみ環境整備事業 ６，３４０ Ｐ 125

76 ○ 恐竜化石活用事業 ３，５８０ Ｐ 126

77 ○ 天辰寺前古墳事業 ４０，４２９ Ｐ 126

78 ○ 藤川天神の臥龍梅整備事業 １１，９２９ Ｐ 127

79 ○ 川内文化ホール施設設備整備事業 ２，０００ Ｐ 127

80 ■ 国民文化祭開催事業 ４，８３８ Ｐ 128

～平成２７年度国民文化祭かごしま２０１５ 開催に伴う準備等を行うもの～

81 ○ 旧増田家住宅管理事業 １０，７６７ Ｐ 128

82 ○ スポーツ交流研修センター管理 １８，０７７ Ｐ 129

83 ○ スポーツ合宿等誘致事業 １１，１８６ Ｐ 129

84 ■ スポーツ推進計画策定事業 １，４９０ Ｐ 129

 ～文部科学省策定のスポーツ基本計画を考慮しながら、スポーツ推進計画を策定するもの～

旧増田家住宅（平成２５年４月公開）
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（４）　市政改革プロジェクト ８ 事業 千円
①　スピーディで質の高い信頼される行政サービスの提供【スピード・品質】
②　市民との情報の共有・協働・参画によるまちづくり【スピード・品質】
③　効率的・効果的な組織力の向上【スピード・品質】
④　健全で持続的な財政経営基盤の確立【スピード・品質】
⑤　広聴広報機能の充実によるスピーディな情報発信と市民ニーズへの対応

【スピード・品質】

☆プロジェクト推進事業

1 ○ 技術職員スキルアップ研修事業 １，８４０ Ｐ 24

2 ○ 入札等監視委員会運営事業 １５４ Ｐ 24

3 ○ 第２次総合計画策定事業 １７，０４０ Ｐ 27

4 ○ 地域成長戦略推進事業 ４，０１１，７８１ Ｐ 28

5 ○ 事務事業評価事業 １，２７８ Ｐ 33

6 ○ 意見交換会開催業務 １６６ Ｐ 38

7 ○ 広報薩摩川内発行事業 ２０，０１６ Ｐ 38

8 ○ コンビニ交付システム管理事業 １３，６５２ Ｐ 40

住民票等のコンビニエンスストアでの交付開始（平成２５年３月～）    

≪再掲≫　緊急経済対策事業 ７ 事業 千円

1 ○ 緊急雇用対策事業 １１，７１４ Ｐ 91

2 ■ 合同就職面談会 ３，０００ Ｐ 91

3 ○ 提案公募型プレミアム事業補助金 １５，０００ Ｐ 93

4 ■ おもてなし事業補助金 ３００ Ｐ 94

5 ○ まちなかにぎわい支援事業 ７，０００ Ｐ 95

6 ○ イベントコンベンション誘致事業 １０，０００ Ｐ 100

7 ○ 川内駅周辺イベント事業 ５，０００ Ｐ 100

４，０６５，９２７

５２，０１４
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１０．その他事業の主なもの

　市制施行１０周年記念事業 （■は新規、○は継続）

1 ■ 市制施行１０周年記念式典 ５，１７９ Ｐ 23

～１０周年目の節目を迎えるにあたり記念式典を挙行～

2 ■ 市民提案１０周年記念事業補助金 ３，５００ Ｐ 23

～１０周年を記念し、市民で構成される団体等が企画・実施する事業に対する補助～

3 ■ １０周年記念誌発行事業 ３，０３３ Ｐ 39
～記念式典の配布資料等のため、市誕生後１０年の主な出来事を作成～

4 ○ 花いっぱいまちづくり推進事業　（再掲） ４，４００ Ｐ 40
～花苗の無料配布とシンボル花壇の設置～

5 ■ 川内駅開業１００周年記念行事　（再掲） １，７００ Ｐ 96
～川内駅を中心としたエリアで記念式典・出発式、記念イベント等を開催するもの～

6 ■ 韓国定期コンテナ航路開設１０周年記念事業 ２，６７０ Ｐ 98
～航路開設１０周年を記念した式典（ポートセミナー）の開催～

7 ○ 社会教育講演会 ３００ Ｐ 123
～中央公民館まつりで著名人を招へいし講演会を開催～

8 ■ 清色城跡国指定史跡講演会 ７５１ Ｐ 126
～有識者等によるシンポジウムと清色城跡の散策会実施～

9 ○ 恐竜化石活用事業講演会　（再掲） ２８８ Ｐ 126
～化石企画展の拡充と講演会の実施～

10 ■ 歴史講演会 ５９９ Ｐ 128
～本市の歴史に係る記念講演会の実施～

11 ■ 市民運動会招へい事業 １，０９２ Ｐ 130
～第１０回大会記念事業招待選手（元オリンピック選手）招へい～

12 ○ 薩摩せんだい図書館フェスタ ２４０ Ｐ 131
～フェスタで著名人を招へいし講演会を開催～
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　１１．合併１０年目を迎えた行財政の取組

合
併
１０
年
目

を
迎
え
た

取

組

薩摩川内市まちづくり計画

理念を継承

【課題】

・地域の懸案事項の解消

・地域一体感の醸成

・地域格差の解消

 薩摩川内市総合計画

 薩摩川内市市政改革大綱

【課題】

・持続可能な財政基盤の確立

・平成２７年度からの地方交付税

合併特例措置の段階的縮減への

対応

 中長期財政運営指針

平成２７
平成２８
平成２９
平成３０
平成３１ １割

　 ９
割

７
割 ５

割
３
割

合併１０年目を迎えて、執り得る対策を具体的に示し、着実な財政運営
を図れる道筋を示す必要がある

平成２４年１１月

薩摩川内市財政運営プログラムの策定

◎ 基本的な考え方

● 歳出構造の見直しによる一般財源の削減方策

● 具体的な財政予測
● 取組工程

経費削減への

具体的な取組

● 地域の持続的成長
● 将来の市勢発展につながる分野への重点配分
● 「産業振興」と「雇用創出」の実現

地域成長戦略

の 展 開

＝ 市の抱える課題 ＝

 人口減少、少子高齢化への対応
 産業振興・雇用確保

 安全・安心なまちづくり

現 状
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◎ プログラムの５本の柱

① 人件費の削減  職員数、嘱託員数の削減

（職員数：平成２４年４月 １，１３２人
→ 平成３２年４月 １，０００人以内）

（人件費総額：対平成２４年度当初予算
▲１０億円）

② 施設の統廃合  市有施設の削減
（市有施設数： １，２３０施設
→ 平成３２年度末 １，１００施設以内）

（施設管理経費：対平成２４年度施設管理経費
▲４億円）

③ 普通建設事業費と
維持補修費の規模
の見直し

 事業規模の圧縮
（平成２３年度決算 １０６億円

→ 平成３２年度 ７５億円程度）
 普通建設事業費は、事業の「選択と集中」を強化
 維持補修費は、事業規模の枠内で普通建設事業費
と調整

④ 事業見直し  既存事業の見直しによる経費削減

（平成３２年度まで ▲６．９億円）
 見直しに併せ、受益者負担の適正化、積極的なア
ウトソーシングの導入、補助金の削減に取り組む

⑤ 成長戦略  将来的な市勢発展に繋がる分野への投資の重点化

 取組内容

≪戦略１≫

未来を切り拓く地域産業の創出

・食品ビジネス

・次世代エネルギービジネス

・医療・介護周辺ビジネス
≪戦略２≫

観光・交流人口の拡大による観光産業の育成
・観光ビジネス

≪戦略ビジネス分野創出のための支援体制の整備≫

これらのプログラムを確実に実行することにより・・・

従来の財政構造、産業構造からの転換を図り、持続可能な財政運営、
将来的に発展的成長をもたらす施策の展開を目指す

毎年度予算編成に反映
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１２．財政運営プログラム進捗状況 

 
財政運営プログラムの中の「人件費、施設の統廃合、普通建設事業費と維持補修費の規模

見直し、事業見直し、成長戦略の展開」の進捗状況（概要）について、掲載いたします。 
※（ ）内の金額は平成２４年度比の削減額となっています。 
 
１ 人件費（約４．６億円削減）《平成２５年度比：約１．６億円削減》 

  平成２６年度当初予算編成時における職員数については、平成２４年度職員数から５５

名（平成２５年度からは３１名）の削減を見込んでいる。 
 
２ 施設の統廃合（約１.０億円削減）《平成２５年度比：約０．２億円削減》 

方針通り閉鎖する施設については、１施設である。（湯田小学校） 
前倒しにより解体する施設については、１施設である。（片野浦浜田地区集会所） 

  また、福祉作業所については、事業廃止や社会福祉法人化への移行と並行した処分を平

成２６年度中に実施する予定である。 
 
３ 普通建設事業費と維持補修費の規模見直し 

  財政運営プログラムに掲載してある事業及び「水路整備事業（排水対策）」「小中一貫校

整備事業（東郷地域）」について取り組んでいく。 
   
４ 事業見直し（約１．５億円削減）《平成２５年度比：約０．５億円削減》 

（Ⅰ期（Ｈ２５～Ｈ２７）に取り組むとしている事業数：１００事業 ） 

※《》は担当課名、【】は取組内容 
 

（１） ＰＧ通り着手した事業：２５事業（平成２５年度からの累計：７２事業） 

 ～主な事業～ 
（ア）《学校教育課》学校給食費補助金【廃止】 

（イ）《市民健康課》いきいき食ふれあい事業補助金【廃止】 

 

（２） 着手年度を前倒しした事業：１０事業（平成２５年度からの累計：１９事業） 

～主な事業～ 
《林務水産課》（Ⅱ期→）森林国営保険事業【縮小】 
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５ 成長戦略の展開《約４．４億円（うち新規・拡充分 約２．１億円）計上》 

 ～分野別主な事業～ 
（１）食品ビジネス 
   六次産業化推進事業、離島水産加工設備整備事業 
（２）次世代エネルギービジネス 
   街路灯ＬＥＤ導入事業、スマートグリッド実証実験見守りサービス実証事業 
（３）観光ビジネス 
   ぽっちゃん計画プロジェクト事業、セールス事業、観光誘客事業 
（４）戦略ビジネス分野を創出するための支援体制 
   地域成長戦略アクションプラン支援業務委託、新産業創造事業補助金、ビジネスマッチン

グ事業 
（５）医療・介護周辺ビジネス 
   （４）に掲げる「地域成長戦略アクションプラン支援業務委託」において具体的取り組み

事業を検討する予定 
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                    藺牟田池（祁答院）

南九州西回り自動車道 高江ＩＣ完成イメージ図

３月１２日 九州新幹線全線開業

向田地区堤防質的強化


